６次産業化推進事業実施要領

第１　目的
　南あわじ市の豊かな気候を活かした、新たな農畜水産物の生産、加工、商品開発などの６次産業化に向けた取り組みを支援し、付加価値の創造や販売力の強化、地域経済の活性化を図る。

第２　事業の内容
　本事業は開発又は生産された商品等を市内の直販所若しくは南あわじ市ふるさと納税へ出品する、又はその確実な計画がある次の取り組みに対し支援を行う。
１　生産支援
６次産業化に資する出荷用果樹作物等の生産に必要な調査研究や試作等にかかる経費に対して支援を行う。
２　商品開発支援
南あわじ市産の農畜水産物もしくは１で生産された新規品目を活用した新たな加工品の開発に必要な調査研究や試作等にかかる経費に対して支援を行う。
３　販路拡大支援
前２号の支援を受け開発された新商品のＰＲや、販売に向けた取り組みにかかる経費に対する支援を行う。ただし、過去の年度において前２号の支援を受けた事業実施主体が、翌年度以降に行う取り組みに限る。
第３　補助内容
　本事業の補助内容は次のとおりとする。
⑴　補助対象経費は第２の取り組みにかかる別表１に定める経費とする。ただし、別表２に定める経費については助成の対象としない。
⑵　補助金の額は、補助対象経費の額に２分の１を乗じて得た額と40万円を比較して少ない方の額に相当する額（1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。

第４　事業実施主体
事業実施主体は次の各号のいずれかに該当するものとする。
1 ６次産業研究会議の構成員
2 ６次産業研究会議の構成員が推薦する団体
3 その他会長が適当と認めた団体
２　前項の⑵及び⑶に定める団体は規約及び会計を有し、農畜水産物の生産、加工、商品開発などに携わる複数の経営体で組織したものとする。その構成員のうち法人にあっては市内に事務所または事業所を有する者、個人にあっては市内に住民票を有する者とする。


第５　補助の申請
　１　事業実施主体は、交付申請書に事業計画書（別紙様式）を添付し会長に提出するものとする。また、第４条⑵の団体は併せて構成員からの推薦書を提出するものとする。
　２　会長は、前項の提出があった時はこれを審査し、計画が適当と認められる場合には補助金の交付の決定を行う。
　３　次に掲げる事業計画の変更を行う場合は、あらかじめ会長の承認を受けるものとし、申請手続きは１及び２に準じて行うものとする。
⑴　事業内容の変更
⑵　補助対象経費の30％を超える増減

第６　報告
　１　事業実施主体は、実績報告書を、事業完了後１ヵ月以内または、事業実施年度の３月末のいずれか早い日までに会長へ報告するものとする。
　２　前項の実績報告書には、成果物の市内直販所若しくは南あわじ市ふるさと納税への出品実績、又は具体的な出品の見込みを証明する書類を添付するものとする。
　３　１のほか、特に報告を必要とする場合には、別途通知する。

[bookmark: _Hlk160711595]第７　補助金の交付
　１　会長は、実績報告書の提出があった時は、その書類等の審査を行い、実績が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金額を確定し、通知を行わなければならない。
　２　前項の通知を受けた事業実施主体は、補助金の請求を行うものとする。
　３　会長は、事業の目的を達成するため、事業完了前に補助金を交付する必要があると認めるときは、事業の完了前であっても、補助金の全部又は一部を概算払いにより交付することが出来る。

[bookmark: _Hlk160711675]第８　会長は、事業実施年度から翌年度までの２年間、事業完了後の６次産業化の取り組み状況について、事業実施主体に報告を求めることができる。

第９　その他
　この要領に定めるもののほか、必要となる事項は、会長が別に定める。

附則
　この要領は平成27年12月１日から施行する。
この要領は平成29年９月１日から施行する。
この要領は令和４年５月19日から施行する。
この要領は令和５年４月１日から施行する。
[bookmark: _Hlk160711567]この要領は令和５年６月１日から施行する。
　この要領は令和６年４月１日から施行する。
この要領は令和８年８月５日から施行する。



































（別表１）
補助対象経費
	経費区分
	内　　容

	報償費
	外部専門家等への謝金

	旅費・交通費
	事業を目的とした旅費

	消耗品費
	消耗品の購入に要する経費

	委託費
	パッケージデザイン・マーケティング調査等に要する経費

	リース費
	試作にかかる機器・設備・備品の使用に要する経費

	原材料費
	試作にかかる原材料及び肥料、農薬、マルチ、トンネル等生産資材の購入に要する経費

	印刷製本費
	チラシ・パンフレット・ポスター等の作成費

	その他の経費
	上記に掲げるもののほか、会長が必要かつ適当と認める経費



（別表２）
	補助対象外経費

	土地および建物の購入または借り上げ料等にかかる経費

	既存設備・機械の使用料、光熱水費等

	食糧費、接待費、会食費等の個人消費的経費

	人件費

	備品等の購入費

	その他会長が不適当であると判断した経費



